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序     文 
 

グアテマラ共和国（以下、「グ」国と記す）の母子保健医療指数は、妊産婦死亡比 290（出生 10

万対、2005 年）、新生児死亡率 19（出生 1,000 対、2004 年）、乳児死亡率 31（出生 1,000 対、2005

年）、乳幼児死亡率 41（出生 1,000 対、2006 年）と依然高い傾向にあり、同国政府は特に地方村

落部における保健医療サービスの拡充に注力しています。 

JICA は、2005 年 10 月から 2009 年 9 月にかけ、同国西部のケツァルテナンゴ県内 6 市を対象

とした「こどもの健康プロジェクト」を実施し、一次・二次保健施設における母子保健サービス

の質の改善、及び三次病院を拠点とした保健医療従事者への継続教育の実施や症例検討会の定期

化等に取り組み、保健医療施設での乳児受診や乳幼児健診の増加、地域の保健医療施設と病院の

間のレファレル体制強化等の成果が確認されました。 

今般、「グ」国政府の要請のもと、前述のプロジェクトの成果に基づき、対象地域をケツァルテ

ナンゴ県を含む 3 県に拡大したプロジェクトを実施するため、2010 年 5～6 月にかけて詳細計画

策定調査団を派遣しました。 

本報告書は、調査期間中において保健省との協議や現場視察などを通じ、要請されたプロジェ

クト実施の妥当性の論証、技術協力プロジェクトの枠組み作り（PDM、PO、事業事前評価表）、

並びにプロジェクトの実施体制の検討を行った結果、及びその後の実施協議の結果を取りまとめ

たものです。 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に対し、深い謝意を表するとともに、

プロジェクトの更なる発展に向けて引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 22 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 
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事業事前評価表 

１．案件名：グアテマラ共和国ケツァルテナンゴ県、トトニカパン県、ソロラ県母とこどもの

健康プロジェクト 

（Project for Maternal and Child Health in Quetzaltenango, Totonicapan, and Solola in the 

Republic of Guatemala） 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

JICA は、2005 年 10 月から 2009 年 9 月において、ケツァルテナンゴ県内 6 市を対象地

域とした「こどもの健康プロジェクト」を実施し、プロジェクト前半において、保健所や

保健ポストにおける母子保健サービスの質の改善（妊産婦と母親への情報提供やワークシ

ョップの機会提供、乳幼児健診促進等）を図り、プロジェクトの後半には、一次・二次保

健施設の枠組みから活動範囲を拡大し、三次病院を拠点とした保健医療従事者への継続教

育の実施や症例検討会の定期化、母子記録簿を用いた低体重児のモニタリングとフォロー

アップを推進した。その結果、保健医療施設での乳児受診や乳幼児健診の増加、地域の保

健医療施設と病院の間のレファレル体制強化等の成果が確認された。 

本プロジェクトにおいては、上記「こどもの健康プロジェクト」の成果に基づき、グア

テマラ共和国（以下、「グ」国と記す）ケツァルテナンゴ県・トトニカパン県・ソロラ県

の全市において、地域保健事務所の管理能力、出産施設における周産期ケア、第一次・第

二次レベル保健施設における母子保健サービス、コミュニティにおける母子保健活動を強

化し、また、これら活動の成果を保健省の母子保健政策に反映させることにより、「3 県の

対象地区において女性（妊産婦と母親）及び 1 歳未満のこどもが適切な保健医療サービス

を受ける」ことを目的としている。 

 

（２）協力期間（予定） 

2010 年 11 月～2014 年 11 月（49 カ月） 

 

（３）協力総額（日本側） 

3.8 億円 

 

（４）協力相手先機関 

保健省（Ministry of Public Health and Social Assistance）、ケツアルテナンゴ県・トトニカ

パン県・ソロラ県地域保健事務所（Health Area Direction） 

 

（５）国内協力機関 

なし 

 

（６）裨益対象者及び規模など 

3 県の保健医療従事者（約 6,000 人、TBA（Traditional Birth Attendants：伝統的産婆）2,219

人含む）、妊婦、乳幼児及び母親 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１）現状及び問題点 

「グ」国は中米諸国の中で保健指標の改善が遅れ、妊産婦死亡比 290（出生 10 万対、2005
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年）、新生児死亡率 19（出生 1,000 対、2004 年）、乳児死亡率 31（出生 1,000 対、2005 年）、

乳幼児死亡率 41（出生 1,000 対、2006 年）などすべてにおいて、周辺国のエルサルバドル、

ホンジュラス、ニカラグアよりも高い値を記録している（WHOSIS 2008）。この傾向は、

36 年に及ぶ内戦の犠牲者や先住民族が多く居住する西部地域において顕著である。「グ」

国保健省では、適切な知識･技能が不十分な TBA による分娩介助と施設分娩へのアクセス

の悪さをこの原因の 1 つと捉え、「国家保健計画 2008-2012」の中で、地方村落部における

保健医療サービスの拡充、特に施設分娩率を高める政策を打ち出した。同計画に基づき、

各ディストリクト（複数自治体の集合体）に設置されている保健センターの CAP（Centro de 

Atención Permanente：24 時間診療センター）化や世銀の「母親とこどもの健康栄養プロジ

ェクト」支援による CAIMI（Centro de Atención Integral Materno Infantil：母子総合ケアセン

ター）の全国レベルでの新設、また 2009 年度以降地方村落部への医療従事者の配置を増

加させている。 

これらの保健医療施設において医療従事者が質の高い保健医療サービスを女性と乳児

に対して提供することで、西部地域（ケツァルテナンゴ県、トトニカパン県、ソロラ県）

における妊産婦や乳児の健康を改善するべく、「グ」国から我が国に対して技術協力プロ

ジェクトの要請がなされた。 

TBA の知識・技能の不十分さを中心課題と捉えた場合、適切な研修・能力開発を行い、

SBA（Skilled Birth Attendant）化するアプローチが考えられるが、当該取り組みは KOICA

（Korean International Cooperation Agency）が全国レベルでの研修を通じて行う予定になっ

ている。このため、JICA では 2005 年 10 月から 2009 年 9 月まで実施した「こどもの健康

プロジェクト」において確認された「乳幼児健診受診の重要性」や「保健医療施設間のレ

ファレル体制強化の必要性」といった経験を踏まえ、「母とこどもの健康プロジェクト」

においては、TBA を分娩介助者としてではなく、彼らがコミュニティ内の妊産婦の健康状

態を日頃から把握し、危険な兆候があれば保健センター受診に付き添うなどの活動を通じ

て医療従事者と連携する、いわゆるヘルスプロモーター的役割を強化することで、レファ

レル体制の構築や施設分娩の促進を図る予定である。また、あわせて医療従事者に対する

妊婦健診と乳幼児の総合ケアに関する研修を実施し、施設レベルでのケア能力の向上を図

るとともに、それら活動を統括する地域保健事務所の母子保健サービスの管理能力強化を

通じて、適切に保健施設やコミュニティレベルでの活動のモニタリングが行えるよう働き

かけを行う。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

2008 年 1 月に発足したコロン政権の国家計画では、「連帯」「ガバナビリティ」「生産性」

「外交」の 4 分野にわけ、それぞれ方針や優先項目を挙げているが、「連帯」の中で保健、

栄養、教育の状況を改善することを挙げている。保健については、乳児と母親の死亡率を

引き下げること、農村部及び都市部の疎外された層における保健状況の改善、特に母親と

こどもに対する栄養の改善を挙げている。国家保健計画（2008～2012）において、保健省

の組織能力の強化、妊産婦死亡率・新生児死亡率の引き下げ、慢性栄養失調改善、保健人

材開発等が優先課題に挙げられている。「グ」国における妊産婦・新生児・乳児の健康、

栄養の改善、そのための人材育成は優先度が高い。 
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（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位

置づけ） 

我が国の対「グ」国 ODA の重点分野は「持続的経済開発」、開発課題は「環境管理」及

び「地域間格差の是正」である。「地域間格差の是正」については、特に貧困層が集中し

ている北西部への支援を「北部地域貧困削減」プログラム及び「西部高原地域農村生活改

善」プログラムのもとで実施している。本プロジェクトは「西部高原地域農村生活改善」

プログラムに位置づけられ、同プログラムが対象とする西部 3 県において保健分野での社

会サービス向上をめざすものであり、重点課題である「地域間格差の是正」に貢献する。

将来的には「持続可能な経済開発」にもつながり、我が国の対「グ」国援助方針に合致す

る。 

４．協力の枠組み 

［主な項目］ 

（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標 

対象 3 県において女性（妊産婦と母親）及び 1 歳未満のこどもが質の高い包括的保健

医療サービスを受ける。 

＜指標・目標値＞ 

0-1．3 県における妊産婦死亡数が減少する。 

0-2．3 県における施設出産割合が上昇する。 

0-3．新生児及び乳児の死亡率がそれぞれ低下する。 

0-4．3 県の施設分娩における低体重出生児の数が低下する 

0-5．サービス利用者の満足度が向上する。 
※各指標の具体的な基準値及び目標値については、プロジェクト開始後のベースライン調査の

結果により決定する。 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標 

対象 3 県において女性（妊産婦）及び 5 歳未満のこどもの健康が改善される。 

＜指標・目標値＞ 

0-0．3 県における妊産婦死亡比、新生児死亡率、乳児死亡率及び 5 歳未満児死亡率が

それぞれ減少する。 

３）活動及びそのアウトプット（成果） 

＜活動＞ 

0-0 こどもの健康プロジェクトのレビュー、ベースライン調査、指標の設定を行う。

 

アウトプット１ 

各地域保健事務所の母子保健サービスの管理能力が強化される。 

＜指標・目標値＞ 

1-1． 各種事業のモニタリングとスーパービジョンが実施される。（聞き取りを通じ、

実践現場より地域保健事務所へのフィードバックが行われ、適切に記録される）

1-2．モニタリングとスーパービジョンのツールが作成、承認、利用される。 

1-3．マニュアルが作成され承認される。 

＜活動＞ 

1-1． 定期的に各地域保健事務所による保健施設のモニタリング・スーパービジョン

を実施し、定期的に報告を行う。 
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1-2． 妊産婦/新生児/乳児死亡症例検討委員会を開催し、定期的に結果を分析し活動に

フィードバックする。 

1-3．1-2 の活動を踏まえマニュアルを作成し承認する。 

 

アウトプット２ 

第三次レベルの医療サービスと連携して第二次レベルの出産施設（病院以外の出産施

設、例えば CAP や CAIMI）における周産期ケア（特に出産時の対応）が改善される。

＜指標・目標値＞ 

2-1． 二次レベルの出産施設での出産数が増加する。 

2-2． 医療従事者が研修を受講する。 

2-3． 周産期ケアの規準・プロトコルを適切に適用できる医療従事者の割合が増える。

（プロジェクトで作成するチェックリスト等により評価） 

2-4． プロジェクトで作成したチェックリストを用いた地域保健事務所によるモニタ

リングの結果において、評価が向上した出産ケアの割合が増える。 

＜活動＞ 

2-1． 保健省の出産ガイドラインに準じて出産の対応に必要な基礎医療・研修インフ

ラを向上させる。 

2-2． 周産期と分娩をケアする保健医療従事者に対する周産期ケア研修を実施する。 

2-3． 病院へのレファレル体制を強化する。 

 

アウトプット３ 

第三次レベルの医療サービスと連携して第一次、第二次レベルにおける保健施設の母

子保健サービスが強化される。 

＜指標・目標値＞ 

3-1． 母子保健サービスに関する規準・プロトコルを適切に適用できる保健医療従事

者の割合が向上する。（チェックリスト等により評価） 

3-2． 産前健診（妊娠 1 期1及び妊娠中）の受診率が増加する。 

3-3． 産後健診の受診率が増加する。 

3-4． 乳幼児健診の受診率が増加する。 

＜活動＞ 

3-1． 第一次・第二次レベルの保健施設のスタッフに対する質の高い妊婦健診と乳幼

児の総合的ケアを実施するための研修を強化する。 

3-2． 産後のフォローアップを強化する。 

3-3． 低体重児のフォローアップを強化する。 

 

アウトプット４ 

母子保健に関するコミュニティ活動が強化される。 

＜指標・目標値＞ 

4-1． 母子保健啓発活動に参加する女性グループ数が増加する。 

4-2． ボランティアヘルスワーカー/TBAが研修を受け、受講者が研修内容を実践する。

4-3． 研修を受け地域保健事務所に登録された TBA の数が増加する。 

 

                                                        
1 妊娠月数の第一月から第四月までを指す。妊娠初期ともいう。 
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＜活動＞ 

4-1． コミュニティで公衆衛生に携わる人材（TBA、地域ヘルスワーカー等）に対し、

地域保健事務所や第二次レベル保健施設が、妊産婦支援や乳幼児の健康維持、

危険兆候とその対応、保健教育手法等を主な内容とした研修カリキュラムを作

成し、研修を実施する。 

4-2． 第一次・第二次レベルの保健施設で行われる各種サービス（妊婦体操や健康教

育、妊婦健診など）への TBA の参加を促進する。 

4-3． 地域住民に対する母子保健啓発活動のための研修を実施する。（より多くのアク

ターを巻き込む） 

4-4． 第一次・第二次レベルの保健施設が行う妊婦の栄養指導と「母乳栄養促進

（nutrición óptima）」活動を支援する。 

4-5． 家族・コミュニティの救急搬送計画を強化して母子（妊産婦・新生児・乳幼児）

を早急に輸送する体制を強化する。 

4-6． 関係コミュニティと伝 TBA が妊産婦/新生児/乳児死亡症例検討委員会へ情報提

供を行う。 

 

アウトプット５ 

プロジェクト活動の成果が保健省の母子保健政策実施のための戦略に貢献する。 

＜指標・目標値＞ 

5-1． 保健省中央での会議など他県への活動共有の機会や、ドナー会合などにおいて、

プロジェクトの成果を発表し、プロジェクト成果について、発表参加者から肯

定的に評価される。 

5-2． 中央レベルと地域保健事務所の技術委員会を通して保健省から認可を受けたマ

ニュアルを、他保健地域や他ドナーに対し配布し、その内容について肯定的に

評価される。 

＜活動＞ 

5-1． 保健省中央での会議など、他県への活動共有の機会に参画する。 

5-2． ドナー会合など、母子保健に関わる情報共有の機会に参画する。 

5-3． プロジェクトの成果の普及促進のために中央レベルのセミナーを開催する。 

5-4． 中央レベルによる地域保健事務所に対する定期的なモニタリングとスーパービ

ジョンを行う。 
※プロジェクト目標から成果にいたる指標の基準値・目標値については、プロジェクト開始後

6 月程度経過しベースライン調査が終了した時点で、その結果に基づき設定することとする。

 

（２）投入（インプット） 

１）日本側（総額約 3.8 億円） 

・長期専門家の派遣 

（チーフアドバイザー/地域保健は、プロジェクトのリーダー的役割を果たす。具体

的にはプロジェクト活動・成果の保健省へのフィードバックや、プロジェクト活動で

は地域保健事務所の管理能力向上に関する活動を行い、周産期ケアに係る活動には母

子保健専門家と協調して取り組む） 

（母子保健は、特に第一次・第二次レベルの施設における産前・産後検診、乳幼児

健診を含む母子保健サービス全般に関する技術的支援を行う。また、コミュニティ活
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動については、母子保健の観点から健康教育専門家とともにあたる） 

（業務調整/健康教育は、チーフアドバイザーらプロジェクト関係者の意見を確認し

つつプロジェクト活動全体の調整を行う。また、コミュニティ活動について、母子保

健専門家と協調してコミュニティレベルの活動を展開する） 

・短期専門家の派遣（他必要に応じ） 

・機材供与（車両、基本医療機材等必要に応じ） 

・研修員受入れ：本邦研修、第三国研修 

・在外事業強化費（現地コンサルタント、研修実施、教材作成等を含む） 

２）「グ」国側 

・カウンターパートの配置 

・プロジェクト事務所スペースの提供 

・プロジェクト事務所維持経費等 

・ローカルコスト 

 

（３）外部要因（満たされるべき外部条件） 

・対象保健地域における保健計画が変更されない。 

・深刻な災害・感染症が発生しない。 

・対象世帯の家計が著しく悪化しない。 

・保健サービスのスタッフが安定している。 

・プロジェクトで研修を受けた人材が母子保健の向上のためにプロジェクトに関与し続け

る。 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は次の理由から高いと判断される。 

・「グ」国の妊産婦死亡比は低下傾向にあるものの、2005 年に全国平均で出生 10 万当たり

42.68 と依然として高く、特に本プロジェクトの対象地域であるソロラ県、トトニカパ

ン県では、それぞれ 165.43、126.93 と、「グ」国の平均と比較しても深刻である。同国

の乳児死亡率も、2008/09 年度に出生 1,000 人当たり 30 と、高い水準にある。 

・同国国家保健計画（2008～2012）では、妊産婦死亡・新生児死亡引下げ、栄養失調改善、

保健セクターにおける人材開発等が優先課題として挙げられている。 

・我が国の対「グ」国 ODA の重点分野は「持続的経済開発」、開発課題は「環境管理」及

び「地域間格差の是正」である。本プロジェクトは「地域間格差の是正」のもとで実施

されている「西部高原地域農村生活改善」プログラムに位置づけられ、保健分野での社

会サービス向上をめざすものであり、重点課題である「地域間格差の是正」に貢献する。

将来的には「持続可能な経済開発」にもつながり、我が国の対「グ」国援助方針に合致

する。 

・プロジェクトのデザインは、保健省中央、地域保健事務所、保健施設、コミュニティを

巻き込み、母親とこどもの健康に総合的に取り組むデザインになっており、関係者の役

割に適応した計画になっている。 

・対象 3 県とも、地域保健事務所のイニシアティブによりカスケード研修の仕組みができ

ていること、活動の核となる 24 時間対応の出産施設が各県ともほぼ各ディストリクト

（いくつかの自治体をまとめた保健地域内の管理区）に設置されていることから、3 県

の全市を対象とすることには妥当性があり、地域保健事務所を中心として保健地域内で
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活動を展開できるものと判断される。 

 

（２）有効性 

本案件は、有効性は高いと見込める。 

・プロジェクト目標である「女性と 1 歳未満のこどもが質の高い包括的保健医療サービス

を受ける」を実現するためには、国・地方レベルの保健行政機関、保健医療施設、コミ

ュニティにおいて公衆衛生に係る人材（TBA、ヘルスボランティア）という各レベルに

おけるサービス提供者とサービスの受け手であるコミュニティの人々が協働して取り

組むことが重要である。プロジェクトの計画では、地域保健事務所（アウトプット１）、

第一次・第二次レベルの保健施設（アウトプット２、３）、コミュニティの TBA、ボラ

ンティアやサービスの受け手である住民それぞれに対する研修・啓発活動（アウトプッ

ト４）が計画され、さらに、保健省中央による地域保健事務所のモニタリングも組み込

み、プロジェクト終了後に活動の成果を制度化していくことを計画している（アウトプ

ット５）。 

・プロジェクト目標の指標は適切に設定されている。サービス利用者から見た満足度を表

すもの（指標の 0-5）、サービス提供の向上の結果実現される施設出産の割合（0-2）、保

健医療サービスの総合的な向上によって達成される妊産婦死亡数（0-1）、新生児・乳児

死亡率（0-3）、低体重児の割合（0-4）が総合的に組み込まれている。これらの指標は、

プロジェクトでベースライン調査の結果により設定するもの（0-5）以外は、既存の統計

の中に組み込まれており、入手可能なものである。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトは以下の理由から効率性は高いと見込める。 

・各アウトプットとも、研修、フォローアップ、教材の作成、モニタリング・レファレル

等システムの構築等、一連のプロセスに沿った活動が検討されており、これらの活動に

より十分なアウトプットの発現が期待できる。 

・限られた投入でアウトプットの発現を見込めるプロジェクトデザインになっている。地

域保健事務所では、すでにカスケード方式で保健医療従事者や TBA の研修を行ってお

り、この既存のシステムを活用することで、効率的に人材育成が行えると考えられる。

ただし、カスケード方式による研修の中で、研修の成果を確実に伝達していくための工

夫、例えば、研修後のフォローアップの仕組みや継続研修の仕組み等を検討することが

必要である。また、プロジェクト開始当初から保健省中央の関与を組み込むことで、保

健省の政策と整合性ある活動が行える。 

・JICA では、中米・カリブ地域で広域協力として、看護基礎・継続教育強化プロジェクト

を実施しており、同プロジェクトによりケツァルテナンゴ県、トトニカパン県にはリプ

ロダクティブヘルス地方委員会が発足している。同委員会と連携し、同プロジェクトで

育成した人材を活用し、情報交換を行うことで、効率的な活動を行うことが期待される。

また、ケツァルテナンゴ県では、栄養士等、保健衛生分野の JOCV を引き続き派遣する

予定であり、他 2 県へも同分野の JOCV を今後派遣予定であるため、保健施設やコミュ

ニティにおける活動などで JOCV と連携することで、効率性を高めることも可能である。

 

（４）インパクト 

本プロジェクトによって以下のインパクトが発現することが期待できる。 
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・上位目標である「女性と 5 歳未満のこどもの健康の改善」は、プロジェクト目標である

「質の高い包括的保健医療サービス」が達成されれば、達成することが可能である。た

だし、プロジェクトで導入した活動を継続し、関係機関のみで質の高い保健医療サービ

スを維持すること、また健康に影響を及ぼすような深刻な災害・感染症が発生しないこ

とが条件である。 

・プラスの影響として、保健省中央をプロジェクトに関与させ、他県に対する成果共有の

ための活動を計画していることで、他県にもプロジェクトの成果が普及することが期待

される。 

・マイナスの影響として、施設分娩を推進することで TBA からの不満が出ることが考え

られる。しかしながら、TBA に対する啓発活動を適切に行うことで、TBA との良好な

協力関係を構築できるものと考えられる。 

 

（５）自立発展性 

以下の理由から、本プロジェクトの自立発展性は高い。 

・本プロジェクトでは、県地域保健事務所をはじめ関係機関の人材育成及び組織強化に取

り組む予定であり、プロジェクト期間中から先方関係機関のオーナーシップを高める工

夫をすることで効果の継続性を期待できる。 

・政策面では、妊産婦死亡と新生児・乳児の死亡、及びこどもの栄養失調について、国家

保健計画（2008～2012）で優先課題として取り上げられていることから、母親とこども

の健康を重視する政策がとられているといえる。本プロジェクトの取り組み・成果を保

健省と積極的に共有していくことで、同国保健計画の実現可能性を高めることが期待で

き、政策の維持に貢献できる。 

・技術面では、「こどもの健康プロジェクト」で育成したケツァルテナンゴ県の保健医療

人材は、プロジェクトで学んだことを引き続き実施しており、適切な技術移転が行われ

れば、継続的に活動を継続していく潜在能力と意思があるものと考えられる。また、当

初から保健省中央の巻き込みを図り、保健省との緊密な連携のもとプロジェクトを実施

していく計画であり、保健省の規準と整合した教材・マニュアルを作成し、保健省の認

可を得られれば、これに基づいた活動が継続的に行われていく見込みは高い。 

・財政面の自立発展性は現時点では必ずしも高くない。プロジェクトの活動や作成物が保

健省から認可されることで、保健省や地域保健事務所の通常活動に組み込まれていけ

ば、活動の継続やそれに伴う費用の予算化が可能になると考えられる。同時に、プロジ

ェクトで作成する教材・マニュアル類は、「グ」国機関の費用負担で継続的に増刷が可

能なように、コンパクトで簡潔なものにする工夫なども有効であろう。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトは、貧困層の特に母親を対象としたものであり、貧困・ジェンダーに負の影

響は予想されない。環境に影響を与えるような活動も予定していない。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

「グ」国と中米近隣国で「中米カリブ地域看護基礎・継続教育強化プロジェクト」を実施し

ており、同プロジェクトでは「カスケード方式」を採用することで、限られた研修機会を有効

に活用し、研修受講者から職場の同僚らへの研修内容の伝達と、それを通じた職場全体での能

力向上を図っている。本プロジェクトで対象とする看護師、准看護師らの研修についても、同

方式の活用が可能と考えられる。また、同プロジェクトで育成されたファシリテーターが委員

となってリプロダクティブヘルス委員会が発足しており、同委員会を既存体制として本プロジ
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ェクトに取り込むことで、効果的な体制整備を迅速に行える利点がある。 

８．今後の評価計画 

・中間レビュー （第 2 年次後半） 

・終了時評価 （第 4 年次半ば） 

・事後評価  協力終了 3 年後を目途に実施予定 

 

 



 

 

 

 

 



－1－ 

第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

グアテマラ共和国（以下、「グ」国と記す）は中米諸国の中でも保健指標の改善が遅れ、妊産婦

死亡比 290（出生 10 万対、2005 年）、新生児死亡率 19（出生 1,000 対、2004 年）、乳児死亡率 31

（出生 1,000 対、2005 年）、乳幼児死亡率 41（出生 1,000 対、2006 年）などすべてにおいて、周

辺国のエルサルバドル、ホンジュラス、ニカラグアよりも高い値を記録している（WHOSIS 2008）。

「グ」国保健省は「地方分権化及び国家レベルでの保健体制の整備」を目標の 1 つとし、特に地

方村落部における保健医療サービスの拡充に注力してきた。 

「グ」国では都市部以外で住民が利用できる保健医療施設は、保健省管轄の保健所や保健ポス

トにほぼ限られているが、これらの施設におけるサービスの質は低い。住民は保健医療施設に対

する不信感をもっており、何か健康上の問題がある場合には薬局の利用ですませることも多い。

先住民族が多い地域では伝統的な保健活動や伝統的産婆（Traditional Birth Attendant：TBA）の活

動も活発である。住民の基本的な保健知識や衛生観念の欠如が軽微な症状を悪化させる原因の 1

つとなっている。フェーズ 2 の対象地域となるケツァルテナンゴ県、トトニカパン県、ソロラ県

では、住民の約 7 割がキチェ語、マム語、カクチケル語を使用する先住民族であり、その多くが

貧困層に属している。 

我が国は「グ」国保健省の要請に基づき、ケツァルテナンゴ県内 6 市を対象地域とした「こど

もの健康プロジェクト」に、2005 年 10 月から 2009 年 9 月にかけて協力した。プロジェクト前半

では、保健所や保健ポストにおける母子保健サービスの質の改善（妊産婦と母親への情報提供や

ワークショップの機会提供、乳幼児健診促進等）が図られた。プロジェクトの後半では、一次・

二次保健施設の枠組みから活動範囲を拡大し、三次病院を拠点とした保健医療従事者への継続教

育の実施や症例検討会の定期化、母子記録簿を用いた低体重児のモニタリングとフォローアップ

が推進された。その結果、保健医療施設での乳児受診や乳幼児健診の増加、地域の保健医療施設

と病院の間のレファレル体制強化等の成果が確認された。また、中米・カリブ地域における広域

案件「看護基礎・継続教育強化プロジェクト」（2007 年 8 月～2010 年 8 月）を通じて、「グ」国に

リプロダクティブヘルス委員会が設置された。現在、看護教育の標準化に向けて、看護基礎教育

カリキュラム作成のための活動が実施されている。看護師ファシリテーター養成研修を経て、産

前健診等の研修内容を含む地方委員の養成研修が行われるなど、中央での人材育成が地方の実践

に反映されつつある。 

このようななか「グ」国保健省はケツァルテナンゴ県を含む拡大対象地域においてプロジェク

トを実施するため、2008 年に我が国に対して協力を要請した。同要請に基づき、カウンターパー

トである保健省との協議や現場視察等を通じて、要請されたプロジェクト実施の妥当性の論証、

技術協力プロジェクトの枠組み作り（PDM、PO、事業事前評価表）、並びにプロジェクトの実施

体制の検討を行うための詳細計画策定調査を 2010 年 5～6 月に派遣した。 
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１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏名 所属 

団長 花田 恭 JICA 人間開発部 課題アドバイザー 

母子保健 尾上 謙三 元 JICA こどもの健康プロジェクト専門家 

評価分析 田中 恵理香 グローバルリンクマネジメント コンサルタント 

協力計画 石田 祐子 人間開発部保健第二グループ保健第三課 ジュニア専門員 

 

１－３ 調査日程 

付属資料４参照。 

 

１－４ 主要面談者 

（１）保健省 

Dr. Pedro Rosales Viceministro Tecnico 

Dra. Silvia Palma Viceministra Hospitales 

Dra. Miriam Bethancourt Coordinación de Programa de Salud Reproductiva 

Dr. Julio Garcia Colindres Epidemiólogo del Programa de Salud Reproductiva 

Dra. Fryda Sandoval Coordinación del Programa de Salud Integral de la Niñez 

Dr. Ana Victoria Arreaza Coordinator, International Cooperation 

Dr. Jose Monzon Cooperación Internacional 

Ms. Angel Mario Aranjo Coordinator, International Cooperation 

Dr. Cristina Maldonado  Coordinator, SIAS 

Ms. Yolanda Gongora PROEDUSA (Promocion de Educacion para la Salud), SIAS 

Enf. Veronica 看護課長 

Enf. Blanca 看護プロジェクトカウンターパート 

Enf. Pineda 看護課 

 

（２）ケツアルテナンゴ地域保健事務所 

Diego Antonio Manrique Director de Area 

Alicia Diaz Gonzalez  Enfermera de Area 

Juan Carlos Moir Rodas Epideiologo de Area 

Oliver Martinez Castillo Desarrollo de Servicios 

Mario Calderon Ginecologo, Unidad de Salud Reproductiva 

Brenda Queme Facilitadora Saoud Reproductiva 

 

（３）トトニカパン地域保健事務所 

Dr. Victor Lopez Director, Direccion, Area de Salud, Totonicapan 

Dr. Mardoqueo Son Gerente de Desarrollo 

 

（４）ソロラ地域保健事務所 

Dr. Constantino Sánchez Director del Área 
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Mariflor Castro M.  Enfermera de Area de Salud Solola 

Dr. Jorge Noe Gonzáles Ovando  Cooperación Internacional 

Dr. Licia Zamora Encargada de Salud Reproductiva 

Joel Urizar-Ergon Asesor Programa Neonatal e Infantil  

Dr. Jogli Juracan Epidemiólogo del Área 

 

（５）経済企画庁（Secretaria de Planificación y Programación：SEGEPLAN） 

Lic. Julio Manrique Ramírez Facilitador de Totonicapán y Quetzaltenango de 

 Cooperación Internacional en A.A.A. 

 

（６）米国国際開発庁（US Agency for International Development：USAID） 

Dr. Baudilio Lopez 保健担当 

Carolina Diez 保健教育担当 

Lic.Ortado 栄養担当 

Dr. Soloza 保健担当 

Luigi Jaramillo 保健の質向上プロジェクト担当 

 （University Research Co., LLC） 

 

（７）Korea International Cooperation Agency（KOICA） 

Han-Deong CHO Representante Residente 

Luis A. Guzman Asesor de Cooperacion 

 

（８）青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteer：JOCV） 

久野 佐智子 看護師 カンテル市シェカム村保健ポスト 

酒井 晶子 栄養士 カホラ市保健所 

齊藤 節子 看護師 コンセプシオン・チキリチャパ市保健所 

菅野 千春 栄養士 オリンテペケ市保健所 

桐谷 紗世 栄養士 サンマルティン・サカテペケス市保健所 

平澤 亜矢子 看護師 サンファンデディオス西部地域病院 
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第２章 調査結果 
 

２－１ 調査結果概要 

保健本省、3 地域保健事務所、3 保健地域内保健医療施設の視察、関係者ワークショップ（W/S）

等を通じて、PDM 案及び PO 案を策定し、先方と協議議事録にて確認・合意を行った（プロジェ

クトデザイン概要は「２－６」のとおり）。プロジェクト討議議事録（Record of Discussions：R/D）

の署名は 2010 年 8 月末までに行うことで先方と確認した。 

プロジェクト目標は「対象 3 県における女性（妊産婦と母親）及び 1 歳未満のこどもが質の高

い包括的保健医療サービスを受ける」とし、以下の 5 つの成果を掲げ取り組むことで合意した。 

① 地域保健事務所の母子保健サービス管理能力強化 

② 二次レベル出産施設における周産期ケアの改善 

③ 一次、二次レベル保健施設の母子保健サービスの強化 

④ 母子保健に関するコミュニティ活動の強化 

⑤ プロジェクト成果の保健省母子保健政策実施への貢献 

案件名称は「グアテマラ共和国ケツァルテナンゴ県、トトニカパン県、ソロラ県母とこどもの

健康プロジェクト」に修正することで先方関係者と合意した2。 

対象地域は、ケツァルテナンゴ、トトニカパン、ソロラ 3 保健地域内全域とした。これは今次

調査で、すべての 24 時間診療センター（Centro de Atención Permanente：CAP）で分娩を行ってい

ることが判明したためで、すでに地域保健事務所が中心となり、カスケード方式で保健医療サー

ビス従事者に対し研修等を実施しており、プロジェクトも同カスケード方式を活用することで、

保健地域全域で活動を行うことが可能と判断した。 

保健本省とは、案件開始当初より緊密なコミュニケーションを図ることが重要である点を先方

と確認した。教材・マニュアル等の作成にあたっては、保健本省の参画のもと同省規準や既存の

ガイドライン・マニュアル類との整合性を測り、作成された教材・マニュアル類の認可を同省か

ら得られるように働きかける。 

JICA 広域看護プロジェクトで設立したリプロダクティブヘルス委員会の活用を行うことで保

健省看護課の了解を得た。 

JOCV との連携については、保健センター・保健ポストの職員に対する研修やコミュニティに

対する啓発活動を JOCV（栄養士、看護師）と協力して行うことなどを想定し、緩やかな連携に

努める方針で進める。 

 

２－２ 「グ」国保健セクターの概況 

「グ」国におけるリプロダクティブヘルス関連の主な保健指標の推移は以下のとおりである。 

妊産婦死亡率は、2005 年の全国平均で、出生 10 万件当たり 42.7 となっている（Planes 

Departamentales de Reducción de la Mortalidad Materna, Quetzaltenengo）。 

 

 

                                                        
2 当初「こどもの健康プロジェクトフェーズ 2」として要請が提出されていたが、前フェーズ「こどもの健康プロジェクト」
の実施の過程で、子どもの健康には母親（妊産婦）の健康が深い関わりをもつことが明らかになり、こどもと母親の健康に
ともに取り組むことが有効と考え、上記プロジェクトとすることで先方と合意し、その旨協議議事録で確認した。 
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項目/年 1987 年 1995 年 2002 年 2008/09 年

合計特殊出生率 5.6 5.1 4.4 3.6

乳児死亡率（出生 1,000 人当たり） 73 51 39 30

施設分娩の割合（％） 29.2 34.8 41.4 51.3

避妊具使用の割合（％：15～49 歳女性） 4.1 4.7 8.8 10

出所：Plan Nacional para la Reducción de Mortalidad Materna Neonatal y Mejoramiento de la Salud Reproductiva de la Población 
Guatemalteca 2010-2015 

 

「グ」国には、22 の県（departamento）レベル行政単位があるが、保健省3では全国を保健行政

のための 25 の保健地域（Area de Salud）に分けている4。各保健地域には地域保健事務所（Dirección 

de Area de Salud）があり、保健地域内の保健行政を統括している。各県には市町村レベルの自治

体（municipio）があり、各保健地域はいくつかの自治体をまとめディストリクト（district）とし

ている。各ディストリクトに保健センター（Centro de Salud：CS）、自治体レベルに保健ポスト

（Puesto de Salud：PS）が設置されており5、保健センター長の医師がディストリクトを統括する。

保健ポストには医師は常駐していない。保健ポストが第一次レベル、保健センターが第二次レベ

ルの保健医療施設で、第三次施設として病院がある。このほか、第一次レベルの保健施設として、

NGO を通じ医師が訪問して医療ケアを行う“Centro de Convergencia”と呼ばれる施設もある。一

次・二次レベルは地域保健事務所が監督し、病院は、病院長が人員・予算などを監督する。地域

保健事務所は病院には関わらないが、患者を病院にリファーのため病院との連携は行っている。 

保健地域（県）の計画は保健地域の優先項目にしたがって、保健地域ごとに策定する。保健地

域によってシャーガス、オンコセルカなど、異なる優先項目に従ったプログラムが計画される場

合がある。保健地域の予算については県が予算計画を作成、保健省に申請し、保健省が承認する6。 

 

２－３ 国家政策の動向 

2008 年 1 月に発足したコロン政権は、国家計画（Plan de Gobierno）として、「希望計画（Plan de 

Esperanza）」を発表した。同計画は、「連帯（solidaridad）」「ガバナビリティ（gobernabilidad）」「生

産性（productividad）」「外交（regionalidad）」の 4 分野に分け、それぞれ方針や優先項目を記載し

ている。「連帯」については社会開発と自治体の開発に分け、社会開発の項目の中で、保健、栄養、

教育の状況を改善することを挙げている。保健については、乳児と母親の死亡率を引き下げるこ

と、農村部及び都市部の疎外された層における保健状況の改善、特に母親とこどもに対する栄養

の改善を挙げている。 

保健省における上位計画としては、「グアテマラ国民のための国家保健計画 2008-2012（Plan 

Nacional para la Salud de Todas y Todos los Guatemaltecos）」があり、優先課題として、以下を挙げ

                                                        
3 「グアテマラ共和国ケツァルテナンゴ県こどもの健康プロジェクト」では「厚生省」としていたが、本プロジェクトでは「保
健省」とする。 

4 「こどもの健康プロジェクト」では、ケツァルテナンゴでは県と保健地域が一致していたため、Area de Salud を「県」、Dirección 
de Area de Salud を「県保健事務所」と呼んでいたが、今次調査で対象 3 県では県と保健地域が一致しているものの、先方機
関から「保健地域」の呼称を使いたい旨、発言があったため、本プロジェクトでは Area de Salud を「保健事務所」、Dirección 
de Area de Salud を「地域保健事務所」とする。ただし、地理的範囲を指す場合は、「県」を使う。 

5 現地調査で訪問した 3 県での聞き取りによれば、各自治体に 1 保健ポストと決まっているわけではなく、1 自治体に複数の
保健ポストがある場合などもある。 

6 保健省での聞き取りによる。なお、地域保健事務所は、保健省の出先機関という位置づけであるため、特に保健地域事務所
に対する保健省本省を指す場合は、本報告書では「保健省中央」と表記する。 
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ている。 

 

＜国家保健計画 2008-2012：優先課題＞ 

 

短期的優先課題 

・保健省の組織能力の強化 

・保健省のイニシアティブの強化 

・保健情報システムの開発 

・全国 125 の優先自治体におけるサービスネットワークの拡大 

・妊産婦・新生児死亡率引き下げのための戦略 

・慢性栄養失調改善のためのマルチセクターな戦略 

・国内総生産に対する保健配分の割合の拡大推進（毎年 0.5％） 

 

中長期的優先課題 

・すべての人々に対する統合的保健サービスの提供 

・保健人材開発における持続性の推進 

・効果的な疫学コントロール・サーベイランスの推進 

・環境プライマリーケアの推進 

・施設・セクターレベルにおけるリスクマネージメント文化の醸成 

・様々な保健機関における調和と調整の確保 

・「グ」国全国民の生活水準改善に向けた保健におけるセクター横断的アクションの推進 

・リソースの効率的管理の推進 

・保健リソースの管理 

 

また、戦略として以下の 9 点を挙げている。 

＜国家保健計画 2008-2012：9 の戦略＞ 

 

１．保健省のイニシアティブの強化 

２．保健ケアと統合的サービスの向上と拡大 

３．薬品のアクセス確保の推進、伝統的・代替薬品の使用の尊重 

４．保健分野における研究開発の推進 

５．保健人材の開発・管理 

６．生活の質向上に向けた水道水、環境衛生、廃棄物処理の規制・監督による環境衛生の向上

７．連帯と社会公正プログラムに基づいた保健サービスのニーズへの対応 

８．保健分野における財政と支出の質の向上 

９．国益・セクター優先課題と国際協力の間の調和と整合性 

 

保健省では、「国家保健計画」に基づき、こどもの健康、リプロダクティブヘルスなどサブセク

ターごとのプログラムを策定し、プログラムを遂行するための具体的な計画（plan）を定めてい

る。リプロダクティブヘルスに関しては、「妊産婦・新生児死亡低減とリプロダクティブヘルス向

上のための国家計画（Plan Nacional para la Reducción de Mortalidad Materna Neonatal y Mejoramiento 

de la Salud Reproductiva de la Población Guatemalteca）2010-2015」がある。同計画では、戦略とし
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て、①妊産婦と新生児に重点をおいたリプロダクティブヘルス・ケアに向けた保健省の組織強化、

②第一次から第三次レベルのサービスネットワークのカバー範囲の拡大と質の向上、③水と衛生

のサービスのカバー範囲と質の向上、④リプロダクティブヘルス、青少年、妊娠、分娩、妊産婦、

新生児等のケアに関する人材の開発の 4 点を挙げている。こどもの健康については、生後 0 日か

ら 10 歳のこどもを対象に「こどもの健康統合国家計画（Plan Nacional de Salud Integral de Niños）」

を策定中で、現地調査での聞き取りによれば、大臣署名が完了すれば 2010 年 8 月頃発効の見込み

ということであった7。保健省の担当官によれば、同計画の主なポイントは、①保健省の体制の強

化、②公共施設によるカバー範囲の拡大（設備の拡充、栄養の改善、新生児・乳児の医療管理、

調査研究等を含む）、③水と衛生のサービスの質とカバー対象人口の拡大、④コミュニティも含め

た医療施設の人員の教育とのことである。また、本プロジェクトの対象である 3 県では、「妊産婦

死亡県計画（Planes Departamentales de Redeucción de la Mortalidad Materna）」が策定されている。 

 

２－４ 対象 3 県における妊産婦の健康とこどもの健康の現状 

本プロジェクトでは、「グ」国西部高原地域のケツァルテナンゴ県、トトニカパン県、ソロラ県

を対象とする。西部高原地域は同国の中でも、特に先住民人口が多く、貧困度の高い地域である。

保健指標は、国内でも低くなっており、妊産婦死亡率は 2005 年の全国平均で出生 10 万件当たり

42.7 となっているところ、ソロラ県が 165.43（全国で高いほうから 3 番目）、トトニカパン県が

126.93 となっている（同 9 番目）。ケツァルテナンゴ県は 42.68 と比較的良い（Planes Departamentales 

de Reducción de la Mortalidad Materna, Quetzaltenango）8。 

対象 3 県とも、保健センターは 24 時間対応が可能な保健センター（CAP）となり、従来の保健

センターより人員・施設とも拡充され、すべての CAP で分娩の対応を行っている。各県とも保健

事務所の主導により、看護師・准看護師らの研修を行っている。通常、核となる看護師を研修し、

研修を受けた看護師がそれぞれのディストリクトで他のスタッフに研修を行うカスケード方式を

とっている。また、各県とも、伝統的産婆（Traditional Birth Attendant：TBA。現地では“comadorona”

と呼ばれる）による出産が多いが、TBA に対しては、地域保健事務所で登録し、ID を配布し、

定期的に研修を行っており、TBA が医療システムの中に組込まれている。例えば、リスクのある

妊婦を保健センターに連れてくるよう TBA に奨励し、分娩にあたっては医師とともに TBA が立

合うようにするなどである。 

以下に、対象 3 県の保健セクターの概況と妊産婦とこどもの健康に関する現状をまとめる9。現

地調査では各県ともこどもの健康は重要課題であり、母体の健康がこどもの健康に及ぼす影響が

大きいことから、母親とこどもの健康にともに取り組むことが重要との見解を示した。人材育成

に関しては地域保健事務所の主導で行っているが、まだ十分でなく、特に CAP になって新たに雇

用された人員の研修が必要であること、カスケード方式による研修は、多くの人材を研修できる

システムである一方、成果が十分に伝達できない場合があることなどが問題点として挙げられた。

また、保健医療従事者の育成とともに、TBA の研修やコミュニティの啓発が必要であることなど

も指摘されている。さらに多くの施設で、危険兆候を的確に認識できないため、患者が医療施設

                                                        
7 現地調査中にドラフトを求めたが、入手できなかった。 
8 全国平均は 42.7 であるが、22 県中 19 県で平均を上回る妊産婦死亡率となっている。多くの県で全体の人口が少なく、ひい
ては出生数（母数）が小さいため、妊産婦死亡率が大きく出るためと考えられる。 

9 各県の地域保健事務所における聞き取り、提供された資料などをもとにまとめた。県ごとに入手できた資料に違いがあるた
め、入手できた情報は県によって異なる。聞き取りによる情報と資料による情報に齟齬がある場合は、資料による情報に基
づき記載した。 
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に来るのが遅れるケースがあること、病院とのレファレルの仕組みが円滑に機能しておらず、特

にリファー先の病院から適切な報告がないか、全く報告がない場合が多いという意見が出されて

いた。 

 

２－４－１ ケツァルテナンゴ県 

ケツァルテナンゴ県は国内で 2 番目に大きな県で、人口は約 70 万人である。先住民人口は

60％でマン族とキチェ族が多い。県内に 24 の自治体があり、保健センターが 21 か所、保健ポ

ストが 56 か所ある。第三次施設としては、県病院が 1 か所、県をまたいだ第三次施設としての

地域病院（regional）が 1 か所と国立病院が 1 か所ある。 

保健センターのうち、11 か所が医師が 24 時間常駐する CAP となっている。CAP になった保

健センターでは人材も拡充され、医師、看護師、准看護師のほか、薬剤師、検査技師、教育担

当者等が配置されているが、その多くは契約による雇用であり、十分な研修が行われていない

ことが問題になっている。CAP ではすでに分娩も扱っているが、インフラはまだ整備中のとこ

ろが多い。世銀の支援により、カブリカンの保健センターを母子総合保健センター（Centro de 

Atención Integral Materno Infantil：CAIMI）10にアップグレードする予定であるが、建設が遅れて

おり、2010 年に完成予定である。 

ケツァルテナンゴ保健地域（県）の保健セクターにおける優先項目は、予防接種、母子保健、

水と食品に起因する疾病、呼吸器疾病、肺結核、デング熱、HIV/AIDS/STI、狂犬病、食品安全

等となっている。保健地域の課題は、地域保健事務所によれば、妊産婦死亡、結核、AIDS、慢

性栄養不良、予防可能な感染症、暴力による障害・殺人等である。母子保健に関しては、若年

妊娠、高齢出産、こどもの感染症などが深刻で、妊産婦死亡率等母子保健指標は減少（向上）

傾向にあったが、最近再び増加している。これは疫学的調査が強化され、データの精度が上が

っていることも影響しているということであった。 

県内には、984 人の TBA が登録されている。5 年前は、施設分娩の割合は 30％程度であった

が、現在は 44％と半分近くになっている。 

JICA の「こどもの健康プロジェクト」は農村部の 6 つの自治体を対象に実施したが、地域保

健事務所によれば、プロジェクトで導入した活動は現在も継続している。ただし、作成した教

材は現在も使っているが、増刷の予算がなく、現在もプロジェクトで作成・配布したものを使

用しているとのことであった。 

 

２－４－２ トトニカパン県 

県の人口は約 461,000 人。地域保健事務所によれば、98％が先住民で非識字率 40％程度。保

健地域（県）内に 9 のディストリクトがあり、病院が 1、CAP が 9、Puesto de Salud が 24 か所

ある。CAP のうち 1 か所（モモステナンゴ）は、現在 CAIMI になっている。ただし、まだ職

員や機材はそろっておらず、稼働するのは 2011 年 1 月になる見込みである。 

妊産婦死亡率は、2004 年は 192.5 と高かったが、2005 年は 133、2006 年は 134 となっている

（Planes Departamentales de Reducción de la Mortalidad Materna, Quetzaltenango, Totonicapan）。

2005 年の妊産婦死亡件数は 16 件。内訳は、子癇が 3 件、敗血症が 2 件、出血が 2 件、胎盤遺

                                                        
10 CAIMI の特徴は、産科専門医がいること、麻酔超音波などの機材があること、帝王切開ができることなどである。 
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残が 1 件、その他 8 件となっている。地域保健事務所によれば、県内に 1,235 名の TBA が登録

されており、出産の 8 割程度は TBA によるものとなっている。新生児死亡率は出生 1,000 人当

たり 6.8、乳児死亡率は 1,000 人当たり 28 となっている（2008 年。地域保健事務所提供資料に

よる）。 

同県は、「こどもの健康プロジェクト」の対象県ではなかったが、プロジェクト期間中にトト

ニカパン地域保健事務所からケツァルテナンゴに視察に行ったほか、広域看護プロジェクトと

の関連として、県の看護師 1 名がリプロダクティブヘルス国家委員会のメンバーになっており、

リプロダクティブヘルス国家委員会として他の県に経験を普及する活動も行っている。 

 

２－４－３ ソロラ県 

保健地域（県）の人口は約 30 万人。地域保健事務所によれば、先住民割合は 98％で、スペ

イン語を含め 4 言語が使われている。保健地域内には 19 の自治体、10 のディストリクトがあ

る。保健センターはディストリクトに 1 か所ずつ、計 10 か所。保健ポストが 33 か所あり、24

時間対応の CAP は各ディストリクトに 1 か所。それに加え、市町村レベルにもあり、全部で

16 か所となっている。すべての CAP で分娩を扱っている。保健センターは基本的に各市町村

にある。保健センターがない場合は、CAP か Centro de Convergencia がある。県内に CAIMI は

ない。 

妊産婦死亡率は、2005 年が 174.8（16 件）で、2006 年は 10 件の妊産婦死亡が登録されてい

る。2010 年に入って、5 月までに妊産婦死亡が 3 件あった。その理由は、胎盤が出てこないこ

とによるものが 2 件、失血死が 1 件で、このほか妊産婦死亡の可能性を想定して死亡状況を確

認しているケースが 2件ある。地域保健事務所によれば、TBAが対応している出産は全体の 75％

程度である。 

 

２－５ 他援助機関の動向 

「グ」国の保健セクターで活動している主な援助機関は、世銀、UNICEF、USAID、KOICA 等

である。ここでは、現地調査中に訪問した USAID と KOICA の活動を中心にまとめる。 

USAID では、保健省のシステムの強化及び妊産婦死亡・新生児死亡低下を含むヘルスサービス

の質の向上の 2 つの分野に対する協力を行っている。システム強化に係るプロジェクトでは、保

健省が ISO9000 の認証を取得できるよう支援している。財務、調達・ロジスティックス、計画の

部門で業務分析を行い、保健システムの再構築、機能向上を図っており、2010 年 8 月末に外部監

査を行い、ISO9000 を取得できるようにする見込みである。ヘルスサービスの質向上に係るプロ

ジェクトは、妊産婦・新生児死亡の低下、こどもの健康と栄養の改善、質の高い行政システムの

構築を目的とした支援を実施している。保健センター、保健ポスト、コミュニティの各レベルに

おいて、サービスの質を向上するためのチームを結成し、サービスの質を向上させるための基準・

指標を設定している。同プロジェクトはサンマルコス保健地域の 22 の保健施設から始まり、現在

では 10 保健地域、17 病院、165 保健施設で実施されている。 

KOICA では、保健分野で初めてとなるプロジェクトを 1 件実施している。チマルテナンゴ保健

地域で、母親と新生児を対象として活動しており、パツン自治体の保健センターで分娩に関する
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支援を行っているほか、病院を 1 件建設した11。また、これまでに 50 人の看護師を研修し、国立

看護学校（Escuela Nacional de Enfermeras）と協力して、教材を作成した。同プロジェクトはフェ

ーズ 2 を予定しており、フェーズ 2 では研修のみ実施し、全国で 400 名の看護師と 1,000 名の TBA

を研修する予定である。なお、治安への配慮から、現在ボランティア派遣は行っていないが、再

開を検討しているとのことである。ボランティア派遣により、協力の持続性を高めるためのフォ

ローアップを行いたい意向である。 

世銀では、2006 年から 2011 年の予定で、母親とこどもの健康栄養プロジェクトを実施してい

る12。4 年間の協力総額は US$4900 になる見込み。協力内容は、母親と乳児の健康のためのレフ

ァレルネットワークの強化、こどもの栄養失調に向けた政策支援などである。うち、レファレル

ネットワーク強化の一環として、保健医療施設 40 件の強化を行っており、既存の保健センターを

CAIMI にアップグレードするための施設の建設、資機材の供与等を行っている。 

 

２－６ プロジェクト基本計画 

２－６－１ プロジェクト計画策定のプロセス 

今次調査では、中央保健省との協議・聞き取り、3 地域保健事務所との協議・聞き取り、対

象の 3 保健地域内にある病院、保健所、ヘルスポスト等保健医療施設の視察、関係者を対象に

した参加型 PCM ワークショップ等を経て、PDM 案と PO 案を策定した。PDM 案・PO 案は、

保健省との協議で合意され、協議議事録署名に至った。 

PCM ワークショップの 1 日目に参加者を保健省と 3 保健地域混合の 3 つのグループに分け、

中心問題を抽出した。中心問題は「母親と幼児の死亡が多い」とし、これに沿って問題分析と

目的分析を行った。その内容を踏まえ、調査団にて検討用 PDM 案のたたき台を用意し、2 日目

のワークショップで再び同じ参加者と PDM 案を検討しながら PDM のフレームワークを策定し

ていった。こうして策定した PDM 案に基づき PO の原案を調査団で作成し、PDM 案・PO 案を

保健省で検討し、合意したものである。PCM ワークショップの概要は付属資料６のとおり。ま

た、付属資料７に、問題分析と目的分析の詳細を示す。 

 

２－６－２ プロジェクト基本計画内容 

（１）プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は以下のとおりである。PDM 案（和文）については付属資料２、PO

案（和文）については付属資料３を参照。正文である西語の PDM 案・PO 案については、

付属資料１の M/D を参照されたい。 

プロジェクト名については、「こどもの健康プロジェクト（2005～2009）」実施中に要請

書が提出されたことから、当初「こどもの健康プロジェクトフェーズ 2」を想定していた。

しかしながら、「こどもの健康プロジェクト」実施の過程で、こどもの健康には母親（妊

産婦）の健康が深い関わりをもつことが明らかになり、こどもと母親の健康にともに取り

組むことが有効と考えられたことから、プロジェクト名を「母とこどもの健康プロジェク

ト」とし、対象県名を明確に位置づけた。 

                                                        
11 同行した JICA 事務所のナショナル・スタッフによると、半年前に建設が完了したが、まだ稼働していないとのこと。 
12 当初今次調査で世銀を訪問する予定でいたが、予定していた面会がキャンセルになったため、世銀の協力についてはホーム

ページ等を参考にした。 
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プロジェクト名 グアテマラ共和国ケツァルテナンゴ県、トトニカパン県、ソロラ県母

とこどもの健康プロジェクト 

プロジェクト期間 2010～2014 年（4 年間） 

協力相手先機関 保健省（MSPAS）、ケツァルテナンゴ地域保健事務所、トトニカパン

地域保健事務所、ソロラ地域保健事務所 

プロジェクト・ディレ

クター 
保健省技術担当次官 

プロジェクト 

・マネージャー 
保健省病院担当次官 

プロジェクト対象地域 ケツァルテナンゴ県、ソロラ県、トトニカパン県の全市 

ターゲットグループ 3 県の保健医療従事者、女性（妊婦、母親）、乳児（1 歳未満） 

プロジェクト目標 対象 3 県において女性（妊産婦と母親）及び 1 歳未満のこどもが質の

高い包括的保健医療サービスを受ける。 

 

（２）プロジェクトの枠組み 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

＜プロジェクト目標＞ 

対象 3 県において女性（妊産婦と母親）及び 1 歳未満のこどもが質の高い包括的保健医療サー

ビスを受ける。 

＜指標＞ 

0-1．3 県における妊産婦死亡数が○○％減少する。 

0-2．3 県における施設出産割合が○○％に上昇する。 

0-3．新生児及び乳児の死亡率がそれぞれ○○に低下する。 

0-4．3 県の施設分娩における低体重出生児が○○％（に）低下する 

0-5．サービス利用者の満足度が向上する。 

＜プロジェクト目標達成のための外部条件＞ 

対象世帯の家計が著しく悪化しない。 

保健サービスのスタッフが安定している。 

 

プロジェクト目標は、「対象 3 県において女性（妊産婦と母親）及び 1 歳未満のこどもが

質の高い包括的保健医療サービスを受ける」とした。ワークショップでは、母親とこども

の死亡が多いことを中心問題としたが、4 年間というプロジェクト期間を考慮し、プロジ

ェクトで目標とするのは、「女性（妊産婦と母親）及び 1 歳未満のこどもが包括的保健医

療サービスを受ける」こととした。対象者は、特に死亡率が深刻な妊産婦及びこどもの健

康にとって重要な母親、こどもについては死亡率が深刻な 1 歳未満児（乳児）とした。 

プロジェクト目標の指標は 5 点設定した。妊産婦死亡（指標 0-1）については、プロジ

ェクト期間内では、死亡率（出生 10 万件当たりの母体死亡数）の目標値を設定すること

はせず、ベースラインから死亡数をある程度低下させることとした。新生児及び乳児の死

亡率（指標 0-3）についても同様である。こどもの健康に関する死亡率以外の指標として、

低体重出生児に関するもの（0-4）を設定した。ただし、自宅分娩では出生時の体重を量ら

ない場合がほとんどであるため、指標の入手可能性を考慮し、施設分娩における出生時の
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記録を指標としてとることとする。また「質の高い包括的保健医療サービス」の利用者の

反応を測る指標として、「サービス利用者の満足度」（指標 0-5）を設定している。これは、

ベースライン調査の結果に基づきチェックリスト・アンケート等を作成し、利用者の評価

を比較することで達成度を判断することとする。詳細はベースライン調査に基づくが、評

価項目には保健医療ケアの技術的な質のほか、保健医療サービス従事者の態度やコミュニ

ケーション技術も含まれることになると想定される。さらに、利用者の反応を測る指標と

して「施設出産の割合」（指標 0-3）を設定している。これは、保健医療サービス供給側の

向上及びコミュニティへの啓発活動の普及により、施設分娩が増加することを狙ったもの

である。 

具体的な指標とその目標値は、プロジェクト開始後のベースライン調査の結果により決

定するものとする。 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

＜上位目標＞ 

対象 3 県において女性（妊産婦）及び 5 歳未満のこどもの健康が改善される。 

＜指標＞ 

0-0．3 県における妊産婦死亡比、新生児死亡率、乳児死亡率及び 5 歳未満児死亡率がそれぞれ

○○減少する。 

＜上位目標達成のための外部条件＞ 

深刻な災害・感染症が発生しない。 

＜上位目標を持続するための外部条件＞ 

対象保健地域における保健計画が変更されない。 

 

上位目標は、「女性（妊産婦）と 5 歳未満のこどもの健康が改善される」とした。こども

については、プロジェクト目標のターゲットグループでは、1 歳未満としていたが、上位

目標では、裨益効果を考慮し、5 歳未満としている。 

上位目標の指標は、妊産婦死亡比、新生児死亡率、乳児死亡率、5 歳未満児死亡率を設

定した。上位目標では、妊産婦死亡や新生児・乳幼児死亡率へのインパクトを見るもので

ある。それぞれ数値目標については、プロジェクト開始後に、ベースライン調査に基づき

設定することとする。新生児死亡率、乳児死亡率は、プロジェクト目標でも指標となって

いるため、プロジェクト終了後の時間的な経過を考慮し、期待される数値目標を設定する

こととする。 

 

３）成果（アウトプット）と活動 

 ＜活動＞ 

0-0．こどもの健康プロジェクトのレビュー、ベースライン調査、指標

の設定を行う。 

アウトプット１ 各地域保健事務所の母子保健サービスの管理能力が強化される。 

＜指標＞ 

1-1．各種事業のモニタリングとスーパービジョンが実施される。（○○

月に○○回、□□を用いた聞き取りを通じ、実践現場より地域保

健事務所へのフィードバックが行われ、適切に記録される。） 
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1-2．モニタリングとスーパービジョンのツールが作成、承認、利用さ

れる。 

1-3．マニュアルが作成され承認される。 

＜活動＞ 

1-1．定期的に各地域保健事務所による保健施設のモニタリング・スー

パービジョンを実施し、定期的に報告を行う。 

1-2．妊産婦/新生児/乳児死亡症例検討委員会を開催し、定期的に結果を

分析し活動にフィードバックする。 

1-3．1-2 の活動を踏まえマニュアルを作成し承認する。 

アウトプット２ 第三次レベルの医療サービスと連携して第二次レベルの出産施設（病院

以外の出産施設、例えば CAP や CAIMI）における周産期ケア（特に出

産時の対応）が改善される。（指標） 

2-1．二次レベルの出産施設での出産数が○○（に）増加する。 

2-2．○○人の医療従事者が○○回以上の研修を受講する。 

2-3．周産期ケアの規準・プロトコルを適切に適用できる医療従事者の

割合が○○％になる。（プロジェクトで作成するチェックリスト等

により評価） 

2-4．プロジェクトで作成したチェックリストを用いた地域保健事務所

によるモニタリングの結果において、評価が向上した出産ケアの

割合が○○％になる。 

＜活動＞ 

2-1．保健省の出産ガイドラインに準じて出産の対応に必要な基礎医

療・研修インフラを向上させる。 

2-2．周産期と分娩をケアする保健医療従事者に対する周産期ケア研修

を実施する。 

2-3．病院へのレファレル体制を強化する。 

アウトプット３ 第三次レベルの医療サービスと連携して第一次、第二次レベルにおける

保健施設の母子保健サービスが強化される。 

＜指標＞ 

3-1．母子保健サービスに関する規準・プロトコルを適切に適用できる

保健医療従事者の割合が○○％（に）向上する。（チェックリスト

等により評価） 

3-2．産前健診（妊娠 1 期/妊娠中○○回以上）の受診率が○○％（に）

増加する。 

3-3．産後健診の受診率が○○％（に）増加する。 

3-4．乳幼児健診の受診率が○○％（に）増加する。 

＜活動＞ 

3-1．第一次・第二次レベルの保健施設のスタッフに対する質の高い妊

婦検診と乳幼児の総合的ケアを実施するための研修を強化する。 

3-2．産後のフォローアップを強化する。 

3-3．低体重児のフォローアップを強化する。 
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アウトプット４ 母子保健に関するコミュニティ活動が強化される。 

＜指標＞ 

4-1．母子保健啓発活動に参加する女性グループの結成数が○○になる。

4-2．○○名のボランティアヘルスワーカー/TBA が研修を受け、○○以

上の受講者が研修内容を実践に活かした活動を行う。 

4-3．研修を受け地域保健事務所に登録された TBA の数が○○に増加す

る。 

＜活動＞ 

4-1．コミュニティで公衆衛生に携わる人材（TBA、地域ヘルスワーカ

ー等）に対する地域保健事務所や第二次レベル保健施設による研

修システムを強化する。（妊産婦支援や乳幼児の健康維持、危険兆

候とその対応、保健教育手法等） 

4-2．第一次・第二次レベルの保健施設で TBA とともに行う活動を実施

する。 

4-3．地域住民に対する母子保健啓発活動のための研修を実施する。（よ

り多くのアクターを巻き込む） 

4-4．妊婦の栄養指導と「母乳栄養促進（nutrición óptima）」を実施する。

4-5．家族・コミュニティの救急搬送計画を強化して母子（妊産婦・新

生児・乳幼児）を早急に輸送する体制を強化する。 

4-6．関係コミュニティと TBA が妊産婦/新生児/乳児死亡症例検討委員

会へ情報提供を行う。 

アウトプット５ プロジェクト活動の成果が保健省の母子保健政策実施のための戦略に

貢献する。 

＜指標＞ 

5-1．保健省中央での会議など他県への活動共有の機会や、ドナー会合

などにおいて、プロジェクトの成果を発表し、プロジェクト成果

について、発表参加者から肯定的に評価される。 

5-2．中央レベルと地域保健事務所の技術委員会を通して保健省から認

可を受けたマニュアルを、他保健地域や他ドナーに対し配布し、

その内容について肯定的に評価される。 

＜活動＞ 

5-1．保健省中央での会議など、他県への活動共有の機会に参画する。

5-2．ドナー会合など、母子保健に関わる情報共有の機会に参画する。

5-3．プロジェクトの成果の普及促進のために中央レベルのセミナーを

開催する。 

5-4．中央レベルによる地域保健事務所に対する定期的なモニタリング

とスーパービジョンを行う。 

＜アウトプット達成のための外部条件＞ 

プロジェクトで研修を受けた人材が母子保健の向上のためにプロジェクトに関与し続ける。 
各指標の数値目標は、プロジェクト開始後ベースライン調査の結果を踏まえ設定する。 

 

アウトプットは 5 つ設定した。アウトプット１は地域保健事務所の管理能力に関するも

の、アウトプット２は特に第二次レベルの出産施設における周産期ケアに関するもの、ア
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ウトプット３は第一次・二次レベルの施設における産前・産後検診、乳幼児健診を含む母

子保健サービス全般に関するもの、アウトプット４はコミュニティでの活動に関するも

の、アウトプット５は、プロジェクト活動の全国レベルでの裨益効果に関するものである。

これにより、中央レベル、地域保健事務所レベル、保健施設レベル、コミュニティレベル

での取り組みを行い、プロジェクト目標の達成をめざすものとなっている。なお、アウト

プット２では第二次レベル、アウトプット３では第一次・第二次レベルと、プロジェクト

では第一次・第二次レベルの保健医療施設を直接のターゲットとするが、いずれも第三次

レベルの病院と連携して活動を行うこととする。 

アウトプット１の地域保健事務所の能力強化については、モニタリング・スーパービジ

ョンの実施が適切に行われることをめざしており、モニタリング・スーパービジョンや症

例検討委員会での活動を行い、これら活動のフィードバックをもとに、モニタリング・ス

ーパービジョンのマニュアル13を作成することとする。モニタリング・スーパービジョン

の実施状況、そのためのツール・マニュアルの作成と承認を指標としている。 

アウトプット２の周産期ケアに関しては、周産期ケアと出産に関する医療従事者の能力

強化を活動としているほか、周産期ケア、特に出産時の対応については病院との連携が不

可欠であることから、あわせて病院とのレファレル体制の強化を行うこととする。指標は

医療従事者の能力強化に関するものを設定している。うち、指標 2-4 についてはプロジェ

クトでチェックリストを作成し、継続的に評価を行う。なお、指標の 2-1 の出産施設での

出産については、プロジェクト目標では施設出産の割合を指標に設定しているが、アウト

プットレベルでは、出産数をモニタリングすることとする。 

アウトプット３の母子保健サービスについては、保健医療従事者の能力強化と産後のフ

ォローアップ、低体重児のフォローアップを行う。保健医療従事者の能力に関するもの（指

標 3-1）と産前・産後検診、乳幼児健診の受診率を指標にしている。 

アウトプット４のコミュニティ活動の強化については、コミュニティでの公衆衛生に関

わる人材（TBA、ボランティアを含む地域ヘルスワーカーなど）に対する研修やこれら人

材を巻き込んだ活動、また地域住民に対する啓発活動を実施する。さらに、コミュニティ

と保健医療施設を連携した活動として、コミュニティ救急搬送体制の強化や、TBA を含む

コミュニティからの症例検討委員会への情報提供を行う。指標としては、TBA/ボランティ

アヘルスワーカーの研修・登録の状況、母子保健啓発活動に参加する女性グループの結成

数を設定している。 

アウトプット５ではプロジェクトの活動をより普及するため、他県や他援助機関との経

験の共有を行う。そのためのセミナーの開催も含む。こうした経験共有のための会合やセ

ミナーにおけるプロジェクトの成果、マニュアルなどの成果物に関する評価を指標とし

た。また、「こどもの健康プロジェクト」では保健省との関わりが十分でなかったという

反省を踏まえ、プロジェクトの成果を保健省の政策に反映するために、保健省による地域

保健事務所に対するモニタリング・スーパービジョンを活動に含めている。 

 

                                                        
13 今次調査の保健省との協議の中で、プロジェクトで作成するいわゆる「マニュアル」類について、保健省で作成する通常の

マニュアルやガイドラインと混同がないよう、プロジェクトで作成するものについては、「ガイドライン（guia）」「マニュア
ル（manual）」という言葉を使わないほうがよいという提案があり、西語の PDM では教材（material）とした。 
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２－６－３ プロジェクトの実施体制とプロセス 

（１）実施主体 

主たるカウンターパート機関は、保健省中央及びケツァルテナンゴ、トトニカパン、ソ

ロラの 3 地域保健事務所とする。 

対象地域は、ケツァルテナンゴ、トトニカパン、ソロラ 3 保健地域内のそれぞれ全域と

する。フェーズ 1 では、対象地域をケツァルテナンゴ県 6 自治体（municipio）としており、

今次調査でも、当初、対象の自治体をいくつか選定することを想定していた。選定基準の

候補として、分娩のできる CAP のある自治体を核にすることを検討していたが、今次調査

で、すでにすべての CAP で分娩を行っていることが判明したため、特に対象の自治体を絞

り込むことはせず、3 保健地域の全域を対象にプロジェクトを実施することとした。研修

等は、すでに既存の制度のなかで、地域保健事務所が中心となり、カスケード方式で保健

地域内の保健医療サービス従事者に対し実施している。プロジェクトでも、このカスケー

ト方式を活用することで、保健地域全域で活動を行うことが可能と判断した。 

また、前述したとおり、プロジェクトで直接対象とするのは、第一次・第二次レベルの

保健施設を直接の対象としているが、レファレル体制の強化等の観点から、第三次施設で

ある病院との連携を重視していく。このため 3 保健地域の病院はカウンターパート機関と

する。 

 

（２）合同調整委員会及び技術委員会の構成 

プロジェクトでは、合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）と技術委員会

を設置する。 

JCC の役割は、プロジェクトに関わる主要な課題について協議すること、プロジェクト

の進捗と成果を評価すること、必要に応じ PDM を見直し改訂すること、プロジェクト活

動計画を承認し必要に応じ改訂することである。技術委員会の役割は、プロジェクトに関

わる技術的課題について協議すること、プロジェクト活動計画における活動実績を評価す

ることとする。プロジェクト JCC、技術委員会のメンバーについては協議議事録添付の R/D

案を参照。 

 

２－７ プロジェクト実施上の留意点 

２－７－１ 保健省中央の巻込み 

「こどもの健康プロジェクト」では、ケツァルテナンゴ県事務所を中心に活動していたが、

今次プロジェクトでは、プロジェクト開始時より、保健省中央の関与を十分に図ることとする。

「こどもの健康プロジェクト」では、ケツァルテナンゴ県を中心に活動しており、県内では所

期の成果を上げたが、中央保健省との関係が緊密でなく、プロジェクトで作成した教材が保健

省で定める規準に準拠していないなどのコメントがあり、そのために教材が保健省の認可を受

けられなかったという問題が生じた。このため本プロジェクトでは開始時より保健省と緊密な

コミュニケーションをとり、プロジェクトで教材・マニュアル等を作成するにあたっては、保

健省を十分に巻き込み、保健省の規準や既存のガイドライン・マニュアル類との整合性を測る

ことに留意する。保健省は、調査中のインタビューにおいて、プロジェクトで作成した教材等

は規準に整合していれば認可できるとしており、保健省の関与と合意を得られれば、作成した
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教材・マニュアル類の認可は得られると見込まれる。プロジェクト終了後に他県にプロジェク

トの成果を普及させていくためには、作成した教材・マニュアル類が保健省で認可されること

は重要であり、保健省中央の巻込みが不可欠である。 

 

２－７－２ 他援助機関との連携 

「グ」国の保健分野では、世銀、USAID、KOICA 等の機関が協力を行っている。USAID で

は、妊産婦死亡率・新生児死亡率の低下、こどもの健康と栄養、KOICA は看護師・TBA の研

修等、本プロジェクトと類似のコンポーネントが含まれている。このため、これら援助機関と

は緊密にコミュニケーションを図り情報共有を行ったうえ、重複した活動がないか留意すると

ともに、必要に応じ協力して実施できる活動がないかなどについての検討を行うことが望まし

い。調査中に訪問した USAID、KOICA のいずれも本プロジェクトとの情報共有を望んでおり、

プロジェクト開始後に詳細な情報交換を行う旨、調査団から申し入れている。 

 

２－７－３ 広域看護プロジェクト及び JOCV との連携 

JICA では、「中米カリブ地域看護基礎・継続教育強化プロジェクト（略称・広域看護プロジ

ェクト）」を、「グ」国と中米近隣国のエルサルバドル、ニカラグア、ドミニカ共和国、ホンジ

ュラスを含めた 5 か国で実施している。「グ」国においては、プロジェクトで育成したファシリ

テーターが委員となってリプロダクティブヘルス委員会が発足している。リプロダクティブヘ

ルス委員会は、イザベル、ケツァルテナンゴ、トトニカパンの保健地域でも活動を行っている。

このため、本プロジェクトで対象としている保健センター・保健ポストでは看護師が重要な役

割を果たしており、特にケツァルテナンゴ、トトニカパンでリプロダクティブヘルス委員会が

発足していることから、広域看護プロジェクトのリプロダクティブヘルス委員会と協力・調整

を行うことは極めて有用と考えられる。この点につき、両プロジェクトで協力を行っていきた

い旨調査団から看護課に申し入れた。なお、本プロジェクトの対象県のうちソロラにはリプロ

ダクティブヘルス委員会がないが、看護課ではソロラでも優先的にリプロダクティブヘルス委

員会を立ち上げていきたいということであった。 

ケツァルテナンゴ県では、調査時点で、保健センター、保健ポストに栄養士 3 名、看護師 3

名の JOCV 隊員が配属されている。これら隊員は、各配属先のカウンターパートとともに、「妊

婦クラブ」での母親への健康教育、こどもの成長や離乳食、低体重児に関する教育等の指導を

行っている。こうした活動はプロジェクトで計画しているものと類似しているため、隊員と連

携した活動を行うことは有効と考えられる。具体的には、保健センター・保健ポストの職員に

対する研修やコミュニティに対する啓発活動を JOCV と協力して行うことなどが考えられる。

ただし、JOCV 隊派遣においては青少年育成もその目的の 1 つであること、隊員の活動は「ボ

ランタリー」な意思で行うことが尊重されるものであることから、隊員との活動を投入として

プロジェクトの中に組り込むよりは、可能な活動を協力して行うという程度の「ゆるやかな連

携」から始めることが望ましい。また、同じ JICA の事業であり、特にカウンターパートにと

っては専門家も JOCV も「JICA の人間」であることから、カウンターパートに対しても齟齬が

ないよう、プロジェクトと JOCV の間で十分な情報共有を行うことが必要である。 
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第３章 プロジェクト実施の妥当性（5 項目評価） 
 

３－１ 妥当性 

「グ」国の保健分野のニーズ、政策、日本側の対「グ」国 ODA 政策、プロジェクトのデザイ

ンの観点から、妥当性は高いといえる。 

「グ」国の妊産婦死亡率は低下傾向にあるものの、2005 年に全国平均で出生 10 万当たり 42.68

と依然として高く、特に本プロジェクトの対象地域であるソロラ県、トトニカパン県ではそれぞ

れ 165.43、126.93 と深刻である。乳児死亡率も 2008/09 年度に出生 1,000 人当たり 30 と高い水準

にあり、保健省などによれば、山間部・農村部でより深刻となっている。特に対象としている西

部高原地域の 3 県において、母親とこどもの健康に対する取り組みのニーズは高い。同国国家保

健計画（2008～2012）でも、妊産婦死亡率・新生児死亡率引き下げ、栄養失調改善、保健セクタ

ーにおける人材開発等が優先課題として挙げられている。 

日本の対「グ」国 ODA の基本方針では、「農村開発」「持続的経済開発」「民主化の定着」であ

り、「持続的経済開発」については先住民と非先住民、農村と都市部の間における格差を是正する

ための支援が必要とされている。また、技術協力プロジェクトについては、教育、保健、農業、

観光、防災の分野で効果的に行うこととしている。JICA の「グ」国における開発課題は、地方生

活の改善、環境管理、生産性向上・競争力強化、社会サービスの向上となっており、「こどもの健

康プロジェクト」は、地方生活の改善の中に位置づけられている。本プロジェクトは、先住民の

多い農村部で、貧困層に対する生活改善、また特に保健分野での社会サービスの向上をめざした

もので、将来的な「持続的経済開発」にもつながるものであり、対「グ」国 ODA 基本方針、JICA

の対「グ」国事業方針に合致しているといえる。 

プロジェクトのデザインは、保健省中央、地域保健事務所、保健施設、コミュニティを巻き込

み、母親とこどもの健康に総合的に取り組むデザインになっており、関係者の役割に適応した計

画になっている。また、フェーズ 1 の成果を検討したうえ、プロジェクト目標と上位目標を設定

している。ターゲットグループの選定は、3 県の保健医療従事者、女性（妊婦、母親）、乳児（1

歳未満）としている。乳児に関しては、新生児及び 1 歳未満児が特に脆弱であることから対象と

している。また、こどもの健康向上のためには妊産婦死亡率が高いことのほか、こどもの健康の

向上には妊娠の段階から母親の健康が重要な要因になることから、これらをターゲットグループ

としたものである。出産の多くは、コミュニティ（TBA によるもの）か第一次・第二次施設で行

われるため、プロジェクトでは第一次・第二次の医療施設を対象としており、これら施設の医療

従事者をターゲットグループとしている。重症なケースでは病院に搬送する必要があること、病

院とのレファレル体制が現状では不十分であるという指摘があることから、病院との連携を考慮

することとしており、出産の現状を考慮すると適切であるといえる。3 県とも、地域保健事務所

のイニシアティブによりカスケード研修の仕組みができていること、活動の核となる出産施設

（CAP）が各県ともほぼ各ディストリクトに設置されていることから、県の全市を対象とするこ

とは妥当性があり、地域保健事務所を中心として活動を保健地域内で展開できるものと判断され

る。 

JICA では、「ケツァルテナンゴ県こどもの健康プロジェクト」の経験があり、また広域看護プ

ロジェクトのほか、ホンジュラス、ニカラグア等近隣国で、こどもの健康・リプロダクティブヘ

ルス分野でのプロジェクトを実施している。地理的・社会的・文化的に近い国での類似プロジェ
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クトの経験やノウハウは本プロジェクトに活用できると見込まれ、日本の技術優位性を活かした

プロジェクトといえる。 

 

３－２ 有効性 

有効性は見込める。 

プロジェクト目標である「女性（妊産婦と母親）と 1 歳未満のこどもが質の高い包括的保健医

療サービスを受ける」を実現するためには、国・地方レベルの保健行政機関、保健医療施設、コ

ミュニティにおいて公衆衛生に係る人材（TBA、ヘルスボランティア）という各レベルにおける

サービス提供者とサービスの受け手であるコミュニティの人々が協働して取り組むことが重要で

ある。プロジェクトの計画では、地域保健事務所（アウトプット１）、第一次・第二次レベルの保

健施設（アウトプット２、３）、コミュニティの TBA、ボランティアやサービスの受け手である

住民それぞれに対する研修・啓発活動（アウトプット４）が計画され、さらに保健省中央による

地域保健事務所のモニタリングも組み込み、プロジェクト終了後に活動の成果を制度化していく

ことを計画している（アウトプット５）。 

プロジェクト目標の指標は適切に設定されている。サービス利用者から見た満足度を表すもの

（指標の 0-5）、サービス提供の向上の結果実現される施設出産の割合（0-2）、保健医療サービス

の総合的な向上によって達成される妊産婦死亡数（0-1）、新生児・乳児死亡率（0-3）、低体重児

の割合（0-4）が総合的に組み込まれている。これらの指標は、プロジェクトでベースライン調査

の結果により設定するもの（0-5）以外は、既存の統計の中に組み込まれており、入手可能なもの

である。ただし、「こどもの健康プロジェクト」においても、新生児・乳児死亡率の変化はプロジ

ェクト内で顕著であったが、このプロジェクトの成果にのみよるものかどうかが判然としない点

が指摘されていた。今次プロジェクトでは、3 県の全域を対象とすることもあり、成果がプロジ

ェクトによるものかどうかの明確な判断が困難であることは予想されるが、指標の推移とプロジ

ェクトで実施した活動との関係をきめ細かく追うことや、サービス利用者の満足度（0-5）などか

ら、プロジェクトによる裨益効果を測る工夫は可能であると考えられる。 

 

３－３ 効率性 

プロジェクトは効率的な実施が見込まれる。 

各アウトプットとも、研修、フォローアップ、教材の作成、モニタリング・レファレル等シス

テムの構築など、一連のプロセスに沿った活動が検討されており、これら活動により十分なアウ

トプットの発現が期待できる。 

限られた投入でアウトプットの発現を見込めるプロジェクトデザインになっているといえる。

地域保健事務所では、すでにカスケード方式で保健医療従事者や TBA の研修を行っており、この

既存のシステムを活用することで、効率的に人材育成が行えると考えられる。ただし、カスケー

ド方式による研修は、成果が十分に伝達できないことがあるという指摘もあり、研修の成果を確

実に伝達していくための工夫、例えば、研修後のフォローアップの仕組みや継続研修の仕組みな

どの構築を検討することが必要である。また、プロジェクト開始当初から保健省中央の関与を組

み込むことで、保健省の政策と整合性ある活動が行える。 

大規模な機材の投入は予定していない。例えば、安全な出産に必要な機材等を一部供与するこ

とで、出産の質が大幅に向上できれば、効率性の高い投入になるといえる。また、コミュニティ
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の啓発に必要な資機材を投入することで、多くの人に裨益する活動が可能になると考えられる。 

「こどもの健康プロジェクト」を実施したケツァルテナンゴ県では、今次プロジェクトにおい

て他の 2 県と経験を共有する積極的な意思を示しており、効率性を高めるため、「こどもの健康プ

ロジェクト」の成果やプロジェクト実施の仕組みは十分に活用できる。このほか JICA では、中

米地域で広域看護プロジェクトを実施しており、同プロジェクトによりケツァルテナンゴ県、ト

トニカパン県にはリプロダクティブヘルス委員会が発足している。リプロダクティブヘルス委員

会と連携し、広域看護プロジェクトで育成した人材を活用し、情報交換を行うことで、効率的な

活動を行うことが期待される。また、ケツァルテナンゴ県では、栄養士と看護師の JOCV を引き

続き派遣する予定でいるので、保健施設やコミュニティにおける活動など JOCV と連携すること

で、効率性を高めることも可能である。 

 

３－４ インパクト 

適切な実施体制のもとプロジェクトが順調に進捗すれば、インパクトは見込める。 

上位目標である「女性（妊産婦）と 5 歳未満のこどもの健康の改善」は、プロジェクト目標で

ある「質の高い包括的保健医療サービス」が達成されれば可能である。ただし、プロジェクトで

導入した活動を継続し、関係機関のみで質の高い保健医療サービスを維持すること、また健康に

影響を及ぼすような深刻な災害・感染症が発生しないことが条件である。上位目標はプロジェク

ト終了後 5 年程度先の達成をめざすものであるため、5 歳未満児まで対象に含めたのは適切であ

るといえる。 

上位目標の指標は、新生児死亡率、乳幼児死亡率については、ベースラインサーベイをもとに、

プロジェクト目標からさらに進んだ目標値を設定することで、上位目標を適切にとらえることが

可能になる。妊産婦死亡については、プロジェクト目標では件数であったものを妊産婦死亡比（出

産 10 万件当たり母体死亡数）としている。これは実際の件数が少ないため、短いプロジェクト期

間の中では 1 件の死亡による死亡比の変動が大きいことを考慮したものであるが、プロジェクト

終了後時間が経過し、数値の推移の傾向が見られるようになる上位目標の指標としては死亡比を

とることが適切であるといえる。 

プラスの影響として、保健省中央をプロジェクトに関与させ、他県に対する成果共有のための

活動を計画していることで、他県にもプロジェクトの成果が普及することが期待される。 

マイナスの影響として、施設分娩を推進することで TBA からの不満が出ることが考えられる。

しかしながら、今次現地調査においても TBA が保健施設に積極的に妊婦を連れて来るケースや保

健施設で医療従事者と TBA が協力するケースが報告されており、TBA に対する啓発活動を適切

に行うことで、TBA との良好な協力関係を構築できるものと考えられる。 

 

３－５ 自立発展性 

プロジェクトの活動を制度化していくことで、自立発展性を高めることができるものと考えら

れる。 

政策面では、母親とこどもの健康を重視する政策は、政権が替っても継続されるものと考えら

れる。「グ」国では、妊産婦死亡と新生児・乳児の死亡、及びこどもの栄養失調は、引き続き重要

な課題であると思料される。 

技術面では、「こどもの健康プロジェクト」で育成したケツァルテナンゴ県の保健医療人材は、
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プロジェクトで学んだことを引き続き実施しており、適切な技術移転が行われれば、継続的に活

動していく潜在能力と意思があるものと考えられる。ただし、「こどもの健康プロジェクト」では、

保健省の規準に準拠していないという理由で、作成した教材・マニュアル類がいまだ保健省の認

可を受けられないでいる。このため今次プロジェクトでは、当初から保健省中央の巻き込みを図

り、保健省との緊密な連携のもとプロジェクトを実施することとしている。保健省の規準と整合

した教材・マニュアルを作成し、保健省の認可を得られれば、これに基づいた活動が継続的に行

われていく見込みは高い。また、モニタリングやスーパービジョンの仕組みを作ることも、技術

面での自立発展性を高めるには有効と考えられる。 

財政面の自立発展性は現時点では必ずしも高くない。例えば、「こどもの健康プロジェクト」で

作成した教材はその後増刷されないままである。プロジェクトの活動や作成物が保健省から認可

されることで、保健省や地域保健事務所の通常活動に組み込まれていけば、活動の継続やそれに

伴う費用の予算化が可能になると考えられる。同時に、プロジェクトで作成する教材・マニュア

ル類は、グアテマラ機関の費用負担で継続的に増刷が可能なように、コンパクトで簡潔なものに

する工夫なども有効であろう。 
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第４章 団長所感及び技術団員（母子保健）報告 
 

（１）団長所感 

本調査団は 2010 年 6 月 22、23 日にケツァルテナンゴにおいて、保健省本省、対象 3 保健

地域関係者等により、PDM 策定ワークショップを開催した。まれに見る充実した議論が展開

され、特に、保健省本省のコミットメントが確認された。また、ケツァルテナンゴからの参

加者は、こどもの健康プロジェクトの経験から、議論を集約する方向での発言がなされた。6

月 29 日の保健省との協議においても、アウトプット５（保健省との連携強化・成果の全国波

及）の活動に保健省によるモニタリングが加えられるなど PDM 案はさらに改善されたこと

は、特筆するに値しよう。 

本プロジェクトはこどもの健康プロジェクト実施中の 2008 年 8 月に要請書が提出され、プ

ロジェクト終了の 2009 年 9 月までの成果から、フェーズ II は母子の周産期ケアを重点課題

にすることで採択された。プロジェクト案は保健省の政策に合致したものとして合意され、

プロジェクト名を「グアテマラ共和国ケツァルテナンゴ、トトニカパン、ソロラ県母とこど

もの健康プロジェクト」とすることで合意された。 

保健省本省の参画を担保するため、JCC の下部組織として保健省本省実務担当者が加わる

技術ワーキンググループを設置することに合意した。 

以上を主な内容とする協議議事録に、7 月 1 日保健省技術担当次官及び病院担当次官と署

名を交換するに至った。 

3 保健地域の保健医療施設の視察においては、CAP のほとんどには出産施設があり、救急

車が配備され、基礎的緊急産科ケアを提供していることがわかった。CAP は 3 地域とも WHO

等の「安全な母性イニシアティブ」の基準に照らすと十分な数が配置されている。また、先

進的 CAP では、妊婦クラブで妊婦健康教育を実施し、TBA を研修後登録し、リスクの高い

妊婦に付き添って CAP で出産させるなど、TBA と出産施設との連携強化がされている。す

なわち、アウトプット４（住民参加）の活動のモデルとなる CAP が存在する。CAP の内、

一部はさらに施設・機材・人材が投入され、CAIMI に格上げされ、帝王切開手術まで可能な

完全緊急産科ケアを提供する計画となっている。したがって、プロジェクトの拠点について

は、とりわけアウトプット１（保健地域事務所の管理能力強化）、アウトプット２（三次施設

と連携した一次、二次施設での出産ケア強化）に関連して、これらの CAP とするのが適当で

ある。なお、アウトプット１、アウトプット２ではこどもの健康プロジェクトでの経験が活

かされよう。 

アウトプット３（一次、二次施設における産前・産後ケアの充実）では、CAP、保健セン

ター/ポストの看護師・准看護師にカスケード方式で、実技を重視した研修を実施していくこ

とになる。これは、現在実施中の中米カリブ地域/看護基礎・継続教育強化プロジェクトで保

健省に設置されたリプロダクテイブヘルス委員会の成果を引き継ぎ発展させるものである。

本委員会により、ケツァルテナンゴとトトニカパンではすでに地方委員会が設置されている。

ケツァルテナンゴの委員会には、パラグアイで助産の第三国研修を受けた看護師も含まれて

いた。リプロダクテイブヘルス委員会はエルサルバドル、ドミニカ共和国、「グ」国で設置さ

れているが、この三国の中では「グ」国が産科医の質が高い。したがって、「グ」国の地方委

員会には産科医の参画が考えられよう。 
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PDM には記述されないが、西部高原地域農村生活改善プログラムの中のプロジェクトとし

て、JOCV とのゆるやかな連携が図られることとされている。現在ケツァルテナンゴに派遣

中の保健関係の職種の隊員 5 名と意見交換をした。配属先の選択、隊員との情報交換の組織

化、隊員着任時のブリーフィング、プロジェクト作成の教材の隊員による使用・普及等、プ

ロジェクト開始時に、JICA 事務所とプロジェクトで、緩やかな連携の具体的枠組みを設定す

るのが望まれる。現場での連携活動としては、乳幼児健診、母乳・栄養指導、出生時体重計

測の促進、産前検診の技術向上、妊婦クラブ指導等が考えられよう。なお、前プロジェクト

で配布し、隊員が続けている母子健康手帳活動は、残存部数がなくなった時点で終了する。

母子健康手帳は保健省の基準に合わないこと、母子健康手帳は中南米においては、PAHO の

政策とならない限りは普及しないためである。 

日本中米フォーラムの「東京宣言」では、中米カリブ地域の協力は広域協力を推進するこ

ととされている。母とこどもの健康に対する協力は、「グ」国と同様のプロジェクトがドミニ

カ共和国においても採択されている。他の中米諸国から同様の要請が続くことも考えられる

ところであり、今後中米保健大臣会合において、他の保健の広域プロジェクトとともに、発

表され討議されることが望まれる。 

 

（２）技術団員（母子保健）報告 

１）保健省関連 

プロジェクト構成上の論点として、保健省とどういう協力関係が築かれるかが重要な点

であったが、今回の調査でおおよその概略がつかめたように思われる。 

ａ）保健省次官のみならず、病院統括部門の次官の協力が得られそうなこと：「グ」国で

も保健施設と病院の連携強化を考えるべき時期に至っており、特に病院の診断能力の向

上が求められる時代になってきているとの認識があり、プロジェクトへの参加意欲がみ

られる。 

ｂ）保健関係の指針が完成された直後であり、そのノルマの普及に向けた時期にあるこ

と：ノルマの普及に必要な教材を共同開発する良好な機会。 

ｃ）実務者会議が形成され、保健省の実務レベルでの人材をプロジェクトに組み込む素地

ができたこと：特に重要なカウンターパート機関としてのリプロダクティブヘルス課（国

及び地方）との連携強化が課題。リプロダクティブヘルス課は妊婦、新生児、小児死亡

率低下を目標として活動をしている。また疾病別（呼吸器疾患、下痢）部門、栄養部門

などとの個別連携も重要と思われる。 

ｄ）実務者の責任者が、地方の保健行政をモニタリング、指導を強化したいと考えている

こと：地方保健施設での住民との軋轢が増し、政治問題化するケースが散見される反面、

保健省が地方保健施設を十分コントロールしているとはいえない現状が背景にあると思

われる。 

ｅ）24 時間サービス：保健所の一部で 24 時間医師常駐のサービスが開始されており、分

娩も行われている（CAP）。世銀援助による CAIMI も計画されているが開始時期は明確

でない。したがって当分は CAP でのプロジェクト活動が重要になる。CAP は啓発普及

活動員も大幅に増員しており、彼らと連携した地域活動もキーポイントとなる。 

２）ケツアルテナンゴ、ソロラ、トトニカパン県関連 
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ａ）ケツアルテナンゴ 

前回プロジェクトの実施地区でもあり、JICA 活動に理解がみられる。 

① San Carlos Sija 保健所では興味ある活動が 15 年にわたり行われてきている。TBA の

取り込みである。TBA は保健所へ妊婦とともに訪れ、出産立ち会いを通じて、知識を

吸収する機会をもつ。 

② Cabrican 保健所は前回のプロジェクト成果がもっとも顕著に出た保健所である。現

在 CAP 施設として 24 時間サービスを行っている。CAIMI も建設中である。この保健

所では独自に低栄養児の発掘、モニタリングを行っており、前プロジェクトが引き続

き継続して行われている。 

ｂ）ソロラ 

内戦の影響を受け、長らく治安に問題がある。さまざまな援助団体の活動が行われ、

現在も実施中の地域。有名な湖を有し、観光地としても有名。 

① Santiago Atitlan 保健所は興味ある活動を行ってきた。啓発普及活動は市当局、各種

NGO 団体、教育分野、人権委員会を巻き込み定期的な会合を通じて行われている。レ

ファレルシステムに私立病院も組み込まれており、日本のレファレルに近いシステム

を構成している。背景にあるのは観光地から得られる比較的裕福な財政である。CAP

として 24 時間サービスを行っていて分娩も可能である。妊婦死亡率、乳幼児死亡率も

極めて低い。 

② 県病院は設備に大きな問題を抱え、人工呼吸器がないため、重症児を他県病院にリ

ファーせざるを得ない現状にある。現に訪問したときも重症児を人工呼吸しながらリ

ファー先の病院を探している状態に遭遇した。 

ｃ）トトニカパン 

原住民比率が極めて高く、もっとも貧しい県であり、慢性栄養不良の率が高いので有

名である。しかし、県保健事務所の活動は極めて活発である。 

① Momostenango 保健所は患者数が多く、住民の信頼感が高いと感じられた。現在 CAP

として機能している。分娩も行われており、常勤で産科医も抱える。自宅分娩率が高

く、トトニカパン全体で 80％、この地区で 70％とのこと。乳幼児死亡率は最近激減し

ており、ケツアルテナンゴのレベルに達している。 

② 県病院の現院長は、前プロジェクト時代にケツアルテナンゴ病院の院長であったこ

となどから JICA を理解している。トトニカパン県病院を文字通り第三次レファレル

のレベルまで上げたいとの意志をもっているが、人材獲得の面で不安があるという。

現在新生児の集中治療室を計画中である。 

 

各県ではあまり問題のない施設のみ訪問した印象があるが、各地区で次期プロジェクトの

モデルになりそうな地区が散見されたことは大きな収穫であった。 

各県とも妊婦、新生児死因検討委員会が設置されており、産科医も参加しているようであ

る。 

以上、「グ」国にとって妊産婦死亡率、新生児死亡率を下げることは保健行政の最重要項目

であることを再認識させられた。 
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